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はじめに 
   関西1全体の広域行政を担う責任主体を確立し、地域の自己決定・自己責任

を貫ける分権社会を実現することを目的として、平成 22 年 12 月に関西広域

連合が誕生し、府県市域を越える広域課題である 7 つの事業分野（防災、観

光・文化振興、産業振興、医療、環境保全、資格試験・免許、職員研修）に

取り組んで来た。また、平成 24 年 7 月には、農業をはじめとする第 1 次産業

を広く産業振興に寄与する分野の一つとして位置付け、一層の振興を図るた

め、広域産業振興局内に農林水産部が設置された。 
  関西広域連合の域内では、それぞれの自然・社会環境に応じた多様な農林

水産業が展開されており、生産物は多岐にわたる。また、これらの中には国

内外において高く評価されているものも多い。 
   このように、農林水産業は極めて地域性が高いという特性を有しているこ

とから、広域連合の各構成府県市では、それぞれの実情に応じた振興体制が

構築され、様々な施策が実施されてきた。 
関西広域連合では、各構成府県市における農林水産業に関する振興施策と

連携しつつ、府県市域を越えた行政組織であるという新たな視点と立場から、

農林水産業を関西の産業分野の一翼を担う競争力ある産業として育成・振興

することを目的として、本ビジョンを策定するものである。 
 
 
１ 関西農林水産業の現状認識 

 

（１）関西農林水産業の現状と特徴 
 
   ① 農業 

農家数は 29 万 5 千戸で全国の 11.7 %を占める。耕地面積は 27 万 5
千 ha（全国の 6.1 %）で、水田が 75.5 %、畑が 24.4 %となっている。 
農業産出額は 5,783 億円で、全国の 6.9 %を占めるに過ぎないが、滋

賀県では米、大阪府、京都府、徳島県では野菜、兵庫県、鳥取県では

畜産、和歌山県では果樹の割合がそれぞれ最も高く、その生産物は多

様性に富んでおり、京都・大阪を中心に育まれた歴史と伝統ある食文

化とともに発展してきたものも多い。 
また、関西は 4 つの政令市に代表される大消費地を有していること

から、生産物の広域連合域内における流通割合が国内の他地域に比べ

て高いという特徴がある。 
 
   ② 林業 

構成府県市の総面積は 313 万 ha（国土面積の 8.4 %）で、このうち森

林面積は 210 万 2 千 ha（総面積の 67 %）である。さらに森林面積のう

ち、人工林面積は 103 万 6 千 ha（森林面積の 49 %）を占める。 
                                                        
1 本ビジョンにおける「関西」とは、関西広域連合の構成府県市である滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、

和歌山県、鳥取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市を指す。 
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林業産出額は 241 億円（全国の 5.8 %）であり、木材生産額と栽培き

のこ類生産額でその 96.4 %を占める。林業産出額に占める各部門（木

材、薪炭、栽培きのこ類、林野副産物採取）の割合は全国とほぼ同じ

であるが、府県別にみると、和歌山県や鳥取県では木材生産額の割合

が高い一方で、徳島県では栽培きのこ類の生産額が高いなど、地域に

よる特性が見られる。また、和歌山県では薪炭生産額が 15.5 %を占め、

他の府県より突出して高く、主要な林業生産物となっている。 
 
  ③ 水産業 

太平洋、日本海、瀬戸内海と 3 つの海域に面し、琵琶湖や吉野川、

紀ノ川など豊富な内水面にも恵まれており、多様な水域から漁獲され

る豊富な水産物が特徴である。 
海面漁業および海面養殖漁業の生産額は 900億円で全国の 6.8 %を占

める。生産額の内訳は、海面漁業が 71.0 %、海面養殖業が 29.0 %であ

る。中でも、海面漁業で漁獲される魚類が生産額の約 50%を占め最も

多い。また、かに類の占める割合は、生産額の 7.8 %に相当し、かに類

の全国シェアが 30.1 %と高い。一方、海面養殖漁業は、兵庫県のノリ、

徳島県のワカメ、和歌山県のマダイなど、瀬戸内海から太平洋の沿岸

を中心に営まれている。 
内水面漁業では、養殖アユの生産量は滋賀県、和歌山県、徳島県で

全国シェア 36 %を占め、琵琶湖及び紀伊水道に我が国有数のアユ資源

が存在する。 
 

（２）関西農林水産業の課題 
 
  ① 生産者所得の減少、不安定化 

関西では、多種多様な農林水産物が生産されているが、国内消費の

減少、輸入農林水産物の増加、生産資材や燃油・電気料金の価格上昇

によるコストの増大などによって、農林漁業所得が減少かつ不安定化

している。 
一方で、安全・安心なものを求める消費者ニーズの高まりや、東ア

ジア地域での急速な経済発展による富裕層の増加、世界的な日本食ブ

ームの広がりなどがみられ、これまで以上に多様なもの、付加価値の

高いものへの関心が高まりつつあり、こうした状況は関西農林水産業

にとっても好機と捉えることができる。 
このため、国内外への更なる販路開拓や付加価値を高める加工分野

の拡大など、農林漁業の収益性を高める施策展開と消費者ニーズに応

えた安全・安心な農林水産物を、安定供給できる体制の構築を更に進

めていく必要がある。 
 
  ② 就業者の減少、高齢化 

農林漁業就業者は減少傾向が続いているとともに、65 歳以上の就業
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者の割合が農業では 64.6 %（2010 年農林業センサス）、林業では 14.6％
（2010 年国勢調査）、漁業では 36.5 %（2008 年漁業センサス）となり、

林業を除き高齢化が進行している。 
農林水産物を安定して供給していくためには、後継者の確保だけで

なく、雇用による経営を主とする法人化の推進や企業の参入促進、都

市住民などの新規参入も含めた多様な就業者を育成・確保する必要が

ある。 
 
  ③ 生産基盤の弱体化 

ア 耕作放棄地の増加 
関西の農村地域では、過疎化による人口の減少や担い手の高齢化が

すすみ、また、中山間地では狭小・不整形な農地が多いことに加え、

獣害の発生などによって、耕作放棄地が増加している。このため、農

地の集積や団地化などによる効率的な利用を促進し、優良農地を後世

に引き継ぐとともに、農地が有する多面的機能について消費者にアピ

ールすることで、農地の維持、及び耕作放棄地の解消について、社会

全体で取り組む必要がある。 
イ 生産体制の立ち遅れと進行する森林の荒廃 

関西の森林資源の多くは急峻な地形に位置しており、必要な作業道

等の整備や機械化が遅れ、生産・流通コストが高い。加えて、長期に

わたる木材価格の低迷により、林業収益性が悪化している。このため、

生産・流通過程での低コスト化を進めるとともに、市場のニーズと素

材の材質に応じた加工・販売体制を整備し、林業・木材産業の収益性

を高める必要がある。 
また、間伐等の手入れが遅れた森林の増加は、地球温暖化防止に係

る CO2 吸収能力の低下や治水等の重要な国土保全機能の低下につな

がる。持続可能な森林づくりには、自治体や森林所有者の取組はもと

より、企業、府県市民等多様な主体の協力も必要不可欠である。 
ウ 漁業資源、漁場環境の悪化 

関西では、古来より周辺の海域や河川、湖沼に産する様々な水産物

を貴重な食料として利用することで、独自の食文化が築かれてきた。

水産物の需要が依然として高い一方、漁場環境や資源状況の悪化のた

め、関西の海面漁業の漁獲量は、10 年前の 7 割程度（全国は 8 割）

に減少し、内水面においても漁獲量の減少が見られる。 
このため、漁場環境の整備や適切な資源管理によって、水産資源の

維持・回復に取り組む必要がある。 
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２ 関西農林水産業が目指す将来像 

上記の現状認識を踏まえ、関西広域農林水産業ビジョンでは長期（20～30

年後）を展望して、関西の農林水産業の将来像として以下の４つの実現を目

指す。 
  

（１）歴史と伝統ある関西の食文化を支える農林水産業 

関西は古くから日本の中心地として栄え、特色ある農林水産業が発展

し、それに基づく伝統ある食文化が育まれてきた。このことは現在にお

いても、関西農林水産業の特色であり、内外に向けての有効なアピール

ポイントとなる。また、関西には京阪神地域という大消費地があり、農

林水産業は域内消費地への食料供給という重要な役割を担っている。 
このため、高品質で多様な農林水産物の域内外への供給を強化・拡大

するとともに、食文化の素晴らしさを国内のみならず海外に発信し、需

要の拡大につなげることで、歴史と伝統ある関西の食文化を積極的に支

える農林水産業を目指す。 
 
（２）異業種と連携した競争力ある農林水産業 

国際的な経済連携等、経済のグローバル化が進む中、農林水産業の生

産・販売を取り巻く情勢はさらに厳しくなることが予想される。今後、

持続的に発展していくためには、こうした状況に対応したさらに高い競

争力を培う必要がある。 
関西には、京阪神地域をはじめとして多様な 2、3 次産業が発達し、企

業や大学などの研究拠点も数多く設置されている。 
このような域内の環境を活かして、関西の商工業をはじめ、医療や福

祉など多様な異業種や大学等研究機関と連携し、その優れた「技術」の

活用を図ることで、6 次産業化、企業等の農林水産業への参入を促進し、

付加価値の高い商品開発を行うとともに、国内はもとより経済成長が著

しいアジア諸国を中心とした海外へも積極的に販路を拡大することで、

競争力ある農林水産業を目指す。 
 

（３）都市と共生・交流する活力溢れる農林水産業・農山漁村 

関西には、4 つの政令市に代表される発達した都市及びその近郊に多く

の農業（都市農業）が存在している。また、都市地域から比較的近い場

所に多様な農林水産業を営む農山漁村が位置している。 
こうした地域特性を活かし、農山漁村では農林水産物の直売所、観光

農園、農林漁家民宿（民泊）による交流や滞在を通じて、また、都市農

業地域では市民農園や体験農園、都市型マルシェなどによる交流を通じ

て、豊かで季節感のある安全・安心な食材を都市住民へ提供・紹介する

とともに、農山漁村での様々な体験活動などのグリーン・ブルーツーリ

ズムの推進や、さらには都市部からの移住・定住の促進により、都市と

農山漁村それぞれに住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い「人、

もの、情報」の行き来する農林水産業・農山漁村を目指す。 
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 （４）多面的機能を発揮する関西の農林水産業・農山漁村 

農林水産業・農山漁村は、単に食料や木材の供給だけでなく、水源か

ん養、国土保全機能、良好な景観の形成、生物多様性の維持、さらには、

伝統文化の継承等の様々な役割を有しており、農山漁村だけでなく、都

市も含めた全ての住民がそうした効果を享受している。また、都市農業

においても災害に備えたオープンスペースの確保、潤いや安らぎを与え

る緑地空間の提供等の役割を果たしている。 
こうした多面的機能を発揮するためには、それぞれの基盤である農地、

森林、水域が健全に保たれる必要があるが、近年、農山漁村では中山間

地域を中心に過疎化、都市農業地域では都市化の進展により、基盤の保

全が困難になってきている。 
このため、農林漁業者や関係団体をはじめ、多くの府県市民が農林水

産業・農山漁村の持つ多面的機能の重要性について認識を共有するとと

もに、保全活動に協働して取り組み、その機能が維持、発揮されること

を目指す。 
 
 
３ 広域で対応する戦略 

将来像の実現に向けて、当面（今後 10 年を見据え）、以下の戦略に重点的

に取り組む。 

なお、戦略を推進する上での前提条件である、「担い手への農地集積」、「生

産性の向上」、「経営体の育成」等の生産基盤の強化・整備については、各構

成府県市において取り組むものとする。 

 

＜将来像の実現に向けた６つの戦略＞ 

 

【戦略１】地産地消運動の推進による域内消費拡大 

各構成府県市における地産地消に関するこれまでの取組を尊重しつつ、

関西広域圏でのより一層の消費拡大を図る。 
具体的には「まず、地場産・府県産、なければエリア内産」を基本に、

食育による啓発、学校給食での利用促進、直売所間の連携促進等により、

生産者と消費者の相互理解とエリア内産農林水産物の域内消費拡大を進

める。 
 

 【戦略２】食文化の海外発信による需要拡大 

    観光・文化振興分野と連携し、伝統ある関西の食文化を海外に普及す

ることで、それを支える関西の農林水産物の海外における需要拡大を図

る。   
具体的には、食文化と農林水産物をセットにした海外等におけるプロ

モーションや、訪日外国人を農山漁村に誘致すること等を通じ、関西の

食文化とそれを支える農林水産物の素晴らしさを PR する。 
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【戦略３】国内外への農林水産物の販路拡大 

   域内には高品質で競争力の高い農林水産物やその加工品が数多く存在

することから、構成府県市合同によるスケールメリットを活かした効果

的な情報発信やプロモーション活動を行うことにより、国内への販路拡

大はもとより、今後、経済成長が見込まれるアジア等を中心とする海外

への輸出の振興につなげる。 
 

【戦略４】農商工連携や 6次産業化の推進などによる競争力の強化 

急速に進展する経済のグローバル化、生活様式や消費者嗜好の変化な

ど農林水産業を取り巻く環境の変化に対応するため、広域での農林水産

業と異業種・異分野とのマッチング等により、府県市域を越えた農商工

連携や 6 次産業化を促進し、農林水産物を活用した新たな商品開発や販

路開拓をすすめることで競争力の強化を図る。  
 

【戦略５】農林水産業を担う人材の育成・確保 

構成府県市合同の農林水産業に関する就業相談会の開催、各府県農業

大学校の連携、林業大学校の広域での活用などにより、後継者はもとよ

り、都市住民等の新規参入、法人経営体への就業促進など、多様な就業

者の育成と確保を図る。 
 

【戦略６】都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能の保全 

農山漁村や都市農業がもつ魅力や多面的機能の重要性の発信に加え、

家庭菜園、市民農園、農林漁業体験などあらゆる空間での実践の促進に

より、食や農林水産業への理解を醸成し、イベントを通じた都市と農山

漁村との交流、企業の社会貢献活動や都市住民によるボランティア活動、

さらには都市部からの移住・定住の促進につなげ、農山漁村・都市農業

の活性化と多面的機能の保全に努める。 
 

４ ビジョンの実現に向けた関西広域連合と構成府県市の役割 

ビジョンの実現に向けた戦略の推進にあたって、関西広域連合は、大きな

シナジー効果が見込まれる事業や関西が一体となって取り組むべき事業など

について、その枠組において実施可能な範囲でその役割を果たすこととし、

各地域の特徴や実情を踏まえた事業については、引き続き個々の構成府県市

が実施するものとする




